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1.商 法と債権者保護
現在の企業 は商法,証 券取引 法,・その他省令等の制約 を受けて い る。 そ して,一 般 に,商 法に よ
っ七制約が加 え られて いる会計 は商法会計 と呼 ばれ,証 券取引法 に よって制約 が加 え られ てい る会
計 は証券取引法会計 と呼ばれてい る。証券取 引法 は投資家保護 のため に,株 式 や社債 とい った有価
証 券の発行や売買,そ の他の取 引 を公正 に行わ せ,か つ有価証 券の流通を 円滑 にす ることを 目的 と
して定め られた法律 である。証券取引 法は一一億円以上有価証券 の募集 また は売 出 しを行 う会社 お よ
び証券取引所 に上 場 され て い る会社 に対 して財 務諸表 を大蔵大 臣 に提 出す るよ う求めて いる。 そ し
て,投 資家は この財務諸表を有 価証券 の売買 に役 立て る。 この場合,財 務諸表 に虚偽 があ るとす れ
ば きわめて不都 合 であ るので,そ の会社 は公認会 計士 または監査 法人の監査を受 けなけれ ばな らな
い こ とに なって い る。 この点,証 券取引法会 計は投資家保護 を 目的 とす る もの であ ることは明 らか
であ る。 これ に対 して,商 法は債 権者保護 を 〔的 と してい ると言 われて いるが,具 体的 に どの よう
な点か ら債権者保護 を 口的 としている と言われ るの であろ うか。
まず,商 法は,そ の系譜か ら見 て,債 権者保護 を 目的 と してい る と言われ てい る。 周知の よ うに,
わ が国の商 法は大陸系商法 の流れ を汲 んでいて,そ の源 は1673年の フランス商事王'令に求 め られ
ロう
ると言われてい る。 この王命の成 立過程 については岸悦三教授 が詳 しく紹介 され てい る し,他 に も
くの
多 くの人 々がK.Barthtscの論文か ら紹 介 され て いるので,本 稿 に とって必要 最小限を それ らの紹
介か ら取 り上 げ る こととす る。17世紀 中頃 に オラ ソスの景気 が後退 し・経営者 の詐欺,財 産の隠匿
が横 行 した。 そ こで,1673年に フランス商事王令が定 め られ,詐 欺破産 防ILのために,そ の第3章
に破産 した商人が商業帳簿 を掲 示 しない場合 には,詐 欺破産者 として 死刑 にす るとい うよ うな規定
が設け られた。 その際,詐 欺 破産を防止す るために商 人 に対 してす べての動産 ・不動産 ・債権 ・債
務を記載 した 自署 に よる財産 日録の作成 が義 務づけ られ,そ れ を2年 ごとに再 調整す る ことも義 務
ゆ
付け・られ た との こ とであ る。 その後,詐 欺破産 防止の理念 は1807年の フランス商法・1838年のオ
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ランダ商法に引 き継がれ,一 応 の完成 が1862年の・…般 ドイ ツ商法典 においてなされ た と言わ れ て
　の
いる。一般 ドイ ツ商法典 において は財産 目録 とな らんで新 たに貸借対照表の作成 が義務 づけ られて
い る。 そ して,わ が 国は集大成 され た一般 ドイ ツ商 法典 の体系 を導 入 し,明 治23年の旧商法の第
31条～第41条 に商業帳簿の規定 を設け てい る。 第31条 では 「各 商人 ハ其営 業部類 ノ慣 例 二従 ヒ
完全 ナル商業帳簿 ヲ備 フル責 ア リ… …殊 二日目其取扱 ヒタル取引…… ヲ整斉且 明瞭 二記入 シ又月刀
其家事 費用 及 ヒ商業費 用 ノ総額 ヲ記入 ス(2項)小 売 ノ取 引ハ…… 日日ノ売上総額 ノ ミヲ記入 ス」
と して帳簿の作成 ・保存 お よび 日記帳 の作成 を義務づけていた。 また,第32条 では 「各商人 ハ開
業 の作成 及 ヒ爾後毎年 初三ノト月内 二又合 資会社 及 ヒ株 式会社 ハ開業時及 ヒ毎事業年度 ノ終 二於 テ動
産,不 動産 ノ総 目録及 ヒ貸:方借方 ノ貸借表 ヲ作 り特 二股 ケタル帳簿 二記入 シテ署名 スル責 ア リ」 と
して財産 目録お よび貸借対照表 の作成 を義務 づけて いた。 その後,こ の基 本理念は明治32年の商
法に引 き継がれ7、 さらに現行の商法 は この基 本理 念を引 き継 ぎ,第32条 ～ 第45条 に商業帳簿 の
規 定を設けて帳簿の作成 ・保存を義務づ けてい る。 詐欺破 産あ るいは過怠破 産の防 止 とい うことを
考 えれば帳簿の作成 ・保存 は債権者保護 に役立つ であろ う。 この点か らわ が国の商 法は債権 者保護
ρ系譜 にあ ると言われ て いる。
次に,商 法 は財務諸表 の公告を求 めてい る点か ら債権者保護 を 口的 と してい ると言われ てい る。
財務 諸表 の公告制度 も明 治23年の旧商法か ら引 き継 いだ ものであ る。 明治23年 の商 法の第218条
は 「会社毎年少 ナ ク トモ一一圓計算 ヲ閉鎖 シ計 算書,財 産 目録,貸 借対照表,事 業報告書,利 息 又ハ
配当金 ノ分配案 ヲ作 り監査役 ノ検査 ヲ受 ケ総 会 ノ認定 ヲ得 タル後其財産 目録 及 ヒ貸借対照表 ヲ公告
ス(第2項)… …」 と規定 していた。 現 行の商法 もこの公告制度を引 き継 ぎ,大 会社 に対 しては貸
借対 照表 お よび損 益計算書 その要 旨の公告(株 式会社の監査等に関す る商法の特例 に関す る法律第
16条2項),中 会社お よび小会社 につ いては貸借対 照表 またはその要 旨の公告を求めてい る(商 法
第283条3項)。 商法は改正案要綱 では財務諸表 を商業登記所に お い て公開す る制度の導入を計 っ
ていた。 すなわ ち,株 式会社は:貸借対照表,損 益 計算書お よび監査 報告書 を定時株 主総 会終結後,.
本店 お よび支店の 所在 地の商 業登記所に提 出 し,提 出後5年 間は誰 もが提 出 された書類 の写 しの交
付 を請 求で きる制度 の導入を計っていた。 しか し,こ の案は実現 しなか った。 この点 において,現
行の商 法は改正案要綱 に比べ て財務 諸表 等の公告 につ いてや や後退 してい る。財務諸表等 の公告 は
現在 の株 主以外の人 々,特 に,債 権 者に対 して行われ てい るの であろ う。株 主は株主総 会において
財務諸表等 の提 出を受け,'その際 に,財 脇諸表等 の承認をす でに行 ってい るので,財 務諸表等 の公
告は現在 の株 主に対 してではな く,主 と して債権者 を意識 してな され てい るのであろ う。
　の
財務諸表等 の公告 もまたt一般 ドイ ツ商 法典に 由来す る もの であ る。1862年の一般 ドイ ツ商 法典 は
r財産 目録お よび貸借対照表の作成 にあた って は,す べ ての財産 お よび債権 は作成時 にそれ ら に付
すべ き価値 に よって評 価すべ きであ る。 回収不確実 な債 権は その実際の価値 に よって評価 し,回 収
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の ものが恐 ら く誕生 しなか ったであろ う。」 と述べ られ てい る よ うに,財 務諸表 の公告制度 は債権
者 保護を 日的 と した一般 ドイ ツ商法典 を起源 とす る ものであ る。
さらに,資 本の充実 とい うことは債権者 の保護に役立つ ことであ る。商法は資本に関す る規定 を
多数設けてい る。株式 会社の最 低資 本金額 を定め ることも債権者保護 に役 立つ であろ う。従来,有
限会社につ いては最低 資本金制度 が設 け られ て い た(=有限会社法10条)の に対 して,商 法は新 し
く株式会社を設立す る場合の最低資本金額を定めていたにす ぎない。 この点か ら見 ると,現 行の商
法 は従来 よ りも債権者保護をめ ざ してい ると言 え るか もしれ ない。 さ らに商法 は 「払込 ヲ取扱 ヒタ
ル銀行又 ハ信託会社ハ発起人又ハ取締役 ノ請求 二依 リ払込金 ノ保管 二関 シ証 明 ヲ為 ス コ トヲ要 ス
(2項)前 項 ノ銀 行又 ハ信託会社 ハ其 ノ証明 シタル払込 金額 二村払込 ナ カ リシコ ト又ハ其 ノ返 還 二
関 スル制限 ヲ以テ会社 二対抗 スル コ トヲ得 ズ」(商法第189条)と の見せ金の規 定を設 け て い る。・
これ もまた債権者保護 に役立つ規定 で あ ろ .う。 また,「額面株式 ノ発行価 額ハ券面額 ヲ下 ル コ トヲ
得 ズ」(商法第202条2項)と い う株 式の額面割発行禁 止の規 定 も債 権者保護 に役 立つで あ ろ う。
さ らに,株 主の出資額 の うちのあ る部分のみを資本 金 と し,残 りを資 本準備金 として,そ の準備金
の資 本組入れ を認め る ことも債権 者保護に役 立つか もしれ ない。 さ らに,利 益 準備金 の積立 を強制
してい るの も債権者保護 に役立つで あろ う。利益 準備金 の積立 は本来 であれば株主 に帰属すべ き利
益 の一部を資本充実のため に使用 しようとす るものであ って,債 権者保護 のために役立 でであろ う。
商 沫が債権 者保護 を 目的 としてし'・る と言われてい る点 は,詐 欺破産 防止 お よび過怠破産防 止のた
めに帳簿 の作成 ・保存を規定 している こと,財 務諸表 の公告を義務 づけている こと,資 本充実 に関
す る規定 を設 けている ことに求め られ る。 こ うした 点に限れば,商 法 は債権者保護を 目的 としてい
ると言 え る。 しか し,こ れ らの もの は商法の会計規 定 とは直接 に関係 ない もの であ る。 したが って,
この ことか らだけ か ら商法 の会計規定 までが債権老保護 を 目的 とした規 定になってい るとい え るか
どうかは疑問であ る。
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2.商 法会計規定の意味
商法の 日的は,一 般 に,債 権者保護 にあ ると言われ て い る。 しか し,商 法の規定が債権者保護の
思考 で貫 かれ てい るか とい うと決 してそ うではないで あ ろ う。 「株 主 ノ責任 ハ其 ノ有 シル株式 ノ引
受 価額 ヲ限度 トス」(第200条)とい う株主有限責任 の規定 は株 主保護 のため で あ る。 それゆ えに
こそ,債 権者保護のため に財 務諸表 の公告 とい うことが必要 にな るの であろ う。 また,公 告す る財
務諸表等 は直接的 には株主へ の経 営者 の責任表 明のた めに作成 され た ものであ る。 現行の商 法は財 ・
務諸表等の株主総 会Ptの提 出を義務づけて い る(第181条ノ2)。株主総会 では提出 された財務諸表
等を検:討して取締役 たちが十 分に経営責任 を果 た したか ど うかを判定す る。株主総会では十分に責
任を果たした取締役を重任した り・あまり責任をはたさなかった取締役を解任するのに財務諸表等
を役 立て る。株 主総 会に提 出され る財務 諸表 等は株 主 に対す る経営責任 の表 明の ために用 い られ る
のであ って,初 めか ら債 権者保護 を 目的に作成 された ものではない。 だいいち,株 主総 会へ提 出 し
て,株 主が承認 した財務諸表等 がは じめか ら債権者保護 を生 口的に してい るはず がない。 本当の意
味 で債権者保護 が意 図され て'V・るのであれ ば,社 債権 者 も総 会に出席 して財務諸表 等の承認に加わ
って もよいはず であ る。財 務諸表 の公告が債権者保護 にな る といって も,そ れは株 主が承認 した財
務諸表 を債権 者保護 のために使用 しようとい うのであ る。
また,債 権 者保護 とい うことを考 え るな らば,公 告す る財務諸表は,一 般 ドイ ツ商法典 について
の判決が述べて いる ように,客 観的真 実を示す時価評 価に よって作成 され るべ きか もしれ ない。事
実,一 般 ドイ ツ商法典を移入 した明治23年 の商法 は 「財産 目録及 ヒ貸借対照表 ヲ作 ル ニハ総 テ ノ
商品,債 権及 ヒ其総 テ ノ財産 二当時 ノ相 場又ハ市場価値 ヲ附ス弁償 ヲ得 ル コ トノ確 ナ ラサル債権 二
付 イテハ其推知 シ得 ヘキ損失 額 ヲ相徐 シテ之 ヲ記載 シ又到底損失 二帰 ス可キ債権 ハ全 ク之 ヲ記 載セ
ス」 と して時価 評価 を規定 していた。 しか し,現 在,商 法が公告を求めてい る財務 諸表は原価評 価
に よって作成 されて いる。 原価評価 とい うのは現行の会計 において採用 され る評価方法であ る。'な
ぜ,現 在の商法は会計において用 い られ てい る原価評 価を採用 してい るの であろ うか。 この点 につ
いて 田中耕太郎博士 は著書 『貸借対 照表 法の論理』の 「法 と技術 との関係」 とい う章 のなかで次の
ように述べ られ て い る。 「法が あ る技 術的規範を 自己 の中に取 り入れ る場 合……当該技 術的規範 は
技術的合 目的性の見地 よ り批判 を焚 くるを もって足れ りと しないで,さ らに社会的見地 か ら してそ
れが一般 的に遵守 を要求す べ き理 由を具備す るものであ るや否やの批判を経た結果であ る。 ……す
なわ ち,法 はその独 自の立場 か ら して他の規範 に対 して価値判断をなす。 従 って,同 一な る技 術的
くの
規範 に対 して,純 技 術的 立場 よ りと,法 律的立場 よ りとの二重 の価値判断が なされ るのであ る。」'
そ して,田 中 博士は商法が原 価評価 を採用 した ことについて商法的合 目的姓の発 見に努め られてい
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田中博士 は原価 評価につ いて検討 され た結果,商 法的合 目的性が存在す る と見て次の ように述べ
られ てい る。 「取得原価は ・…・rその当時 において存在す るところの需給 と供給 との基礎の上 に客観
的 に決定せ られ た価値判断』 であ り,原則 と して極 めて合 理的な もの と認めて差支 えない もの であ
る。従 って,取 得原価中に存在す ると ころの主観的要:素は事実にお いて僅少 であ り,それ は結局 買
主の立場 において財産 に対 して有す る価値 と,売 主の立場 におけ るそれ との差異 に帰着す るもの と
いいえ られ るの であ る。 この取 得原価が財産 表示 の立 場か ら して客観価値 に代わ って記載せ られ て
ゆ
も,債 権者保護 に大 して欠 くところの ない理 由であ る。」 ここで,田 中博士 は 「評価問題 に関す る
限 り・・…取 得原価 の慣 習において決算 貸借対照表 がその主要 目的を損益計算に置 きなが ら,し か も
　の
財産表示 の 目的 を も近似 的の意味において不 完全 な:がら達成 して い るもの と考 える。」 と述 べ られ
てい る。す なわ ち,原 価評 価は不完全 なが らも近 似的 に債 権者保 護に役知 って いるので,商 法 はそ
れ を:採用 した とい うのであ る。 しか し,逆 にいえば,商 法 は原 価評価は不完全 で近似的 に しか債権
者保護 に役 立たない こ とを知 りなが ら原価評価 を採用 した とい うことにな る。原価評価の 本来の 目
的 が債権者保護 を 目的 とした ものではないのであ るか ら,そ れ は 当然の ことで ある。
原 価評価 は,現 行の会 計において採用 され てい る会計 固有の評価方法で ある。原価評価 とい うの
は,た とえば,100万円にて取得 した資産 について時 価が150万円に上昇 した として もその資産の
価額 を150万円に評 価替 え して,50万円の評価益 を計上す るような ことは しない。100万円の まま
で価額 づけす ることに な る。 この50万円の部分につ いてはその資産が実際 に150万円以上で売却
され た時 になっては じめて実現 した利益 と して認識 され ることにな ってい る。 なぜ,'この ような会
計処理 がなされ るのか とい うと,売 却 前に評 価益 を計上す るとす れば,50万円の未実現利益が分配
灯籠 利益の うちに混入す る ことに なる。 未実現利益 とい うのは売却す る前 に値下が りして しま って
実現 しない こともあ りうる利益であ り,ま た,売 却す るまでは貨 幣i同等物の裏 付けのな い利益 であ
る。 したがって,こ う した利益 を分配 可能利益 の うち に含 め る ことは不都 合であ って,原 価評価が
会計 において意味 のあ る方法 として採 用され てい るの である。 また,取 得原価 は将 来に費用 とな る
点 において損益計算 の基礎 とな るもの であ る。す なわ ち,原 価評価 とい うのは会計 の主 目的を遂 行
す るために必要 な方法 なのであ る。原価評価 とい う方法 は会 計固有 の方法 であ って,商 法が この方
法 を使用 して債権者保護 を図 るとして も不完全,近 似的 とい う程度 の債権者保護 で しかない。
商 法は,資 産の評価 につ いて,流 動資産 の評価(第285条 ノ2),金銭債権 の評 価(第285条 ノ
4),社債 その他の債券 の評 価(第285条 ノ5),株 式その他の出資の評価(第285条 ノ6),暖簾 の
評価(第285条 ノ7)規 定 を設 け るほか に,繰 延 資産(第286条 ～ 第286条ノ5)や 引当金(第
287条ノ2)な どについて も規定 してい る。 繰延資的 は財産価値 のない ものであ るので,こ れを商
法に採 り入れ る こと自体,本 来 は債権者保護 と跡 うことには反す るはず であ る。繰延 資産 の計上 を
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認 めた こ とは 「… …損益法の立場 で会計処理 を な し得 る途 を開 く……」(商 法改正試案 ・理 由書)
ためであ った。 す な わ ち,・「……従 来の不十分 に してかつ古 い財産的法 思考にの っとった規定の構
造を改めて,近 時の公正妥当な会計慣 行に適合す るよ う……損益法 にの っとった期間損益計算 に途
ゆ
を開 く… …」ためにあ った。 もち ろん引当金 もこうした損益計算の ための ものであ る。商法の原価
評価,繰 延資 産,引 当金 とい った規定 は会計の期 間損益計算 のため の規 定であ って,け っ して債権
者保護を 目的 とした もの ではない。商法 は妥協的 に期 間損益 計算のための方法を用 いて,不 完 全な
が ら も債権者保護に役立て ようとい うのであ る。
一般 に,商 法は債権者保護を 目的 としてい ると言われ てい る。 商法にそ うい う部分 がない とは 言
えないが,商 法の会 計規定 までが それ を主 目的 と した規定 にな ってい るわけ ではない。 た とえ商法
の会計規定 であって も,そ れは損益計算 を第一義 とした規定 なのであ って,不 完全,近 似 的 とい う
程度 において債権者保護 に役立 ってい るだけ であ る。
商法 の 目的 は債権 者保護 にある とい うことを しば しば聞 く。 しか し,だ か ら とい って,商 法の会
計計算規定 が債権者 保護 を主 目的 と した体系にな ってい るわ けではな い。先 に述べ た よ うに,商 法
が債権者保護 を 目的 としている点 は詐欺破産 の防jlzのために帳簿の作成 ・保存 を義務 づけ る系譜 に
あ ること,財 務諸表 の公告 をす ること,資 本に関す る規定 を設けてい る ことに求め られ るけれ ども,
これ らの こ とは会計 の計算規定 とは直接 的には関係のない ものであ る。商法 は債権者 保護 を 目的 と
してい ると して も,計 算規定 ξでがその 日的に叶 ってい るわけでは ない。計 算:方法は会計の期間損
益計算 のために必 要な方法であって商法はその方法を次善 の方法 として借用 してい るのであ る。
3.会 計 の一元化
企業会計原則の単 一性の原則 は 「株主総会提 出のため,信 用 目的の ため,租 税 目的のため,等 種
々の 目的のために異な る形式の財 務諸表を作成す る必要が あ る場合,そ れ らの内容は,信 頼 しうる
会計記録 に基づいて作成 された もの であって,製 作の考慮 のた めに事実 の真 実な表示をゆがめて は
ならない 。」 と規定 してい る。 この原則 は,一 般 に内容の単 一性 ・形式 の多様性を規 定 した もの と
説明 されてい る。 しか し,こ の ことについて二つの疑 問が あ る。一つ は本当に内容の単一一で性が保証
されてい るか とい うこ とであ る。 多 くの人 々は会計に関係の ある法律 と して商法,証 券取引法,税
法等をあ げている。 そ して,そ の人 々の なかに商法上の引 当金 とか 会計上 の引当金 とかい って両者
が異な るかの ように説 明す る者がい る。仮 に,両 者の概念が異 な るの だ とす ると商法 に よる場合 と
会計 に よる場合 とで費用 の額が異 なって計算 され ることになって,内 容は単 …にな らないはずで あ
る。多 くの人 々はあ る所 では単 一性 の原則 につ いて内容の単一一性 ・形式 の利用性 を説 明 してお きな
がら,別 の箇所では商 法の引当金 と会計の引 当金 とは異 なる と説 明 してい るが,こ の説明は よ く分
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か らない。 内容 の単 一性 を保 証す るので あれ ば,諸 概念 は商法 と会計 とで異な るべ きではないであ
ろ う。他 の一つは,蛇 足にな るが,こ の原則 の文言 についてであ る。商 法は株 主総 会提 出のたあの
ものを,証 券取 引法は投資家保護のための ものを,税 法は租税 目的の ものを求めてい る。 この うち,
税 法は貸借対照 表や損益計算書の形式 につ いて規定 していないが,商 法は計算書類規 則において商
法独 自の形 式を,証 券取引法 も財務諸表規則 において も独 自の ものを規定 して いて,そ れぞれの形
式 は異な ってい る。 したが って,'この原則 は 「株 主総 会提 出のため」投 資家保護のため,… …」 ≧
い う文 言にな ってい る方が関係す る法律 との 関係か ら整合 性があ るよ うに思われ る。
ところで,現 在 の会計 の主 目的は損益計算 であ り,こ の資料 を用いて商法は株主総会での経 営責
任 の表 明や債権者 保護 に役者 て,証 券取 引法 は投資家保護 に役立 ててい る。損益計算 目的で作成 さ
れた貸借対照表 や損益計算書 にそれ な りの形式 が求 め られ るのは そのためであ ろ う。 しか し,商 法
と証 券取 引法 とで財 務諸表 の用語 ・形式 とが異 な らなけれ ばな らない必然性は どこにあ るの であろ
うか。株 主総 会提 出の財務諸表の用語 ・形式 の ものを読む と投資 家保護のための用語,形 式の もの
を読 んだ よ りも経 営責任の表 明が よく理解 で きるのであろ うか。 で きるとす る とどの点であろ うか。
また,そ の用語 ・形式の ものを公告 した場合 に,投 資家 保護の用 語 ・形式の ものを公告す る よ りも
債権 者保護 に役立つの であ ろ うか。 また,投 資 家保護 のための用語 ・形 式は株主総会提 出式の もの
よ りもその 目的のために優れて いるの であろ うか。 た とえば,計 算書類 規則にあ る 『投資等』 とい
う区分 と財務 諸表 規則の 『投資 その他』の区 分 とは実 質的には同 じ範疇 であ るが,互 いに区分の名
称 を違 える ことが それ ほ どそれ ぞれ の 目的に合致す るのであ ろ うか。 どち らの名称で もよい と思 う
が,こ れ くらいの こ とさえ も統一 で きないので あろ うか。 また,財 務諸表規則の 『当期純利益金』
と計算書類規則 の 『当期利益』 とは1司じものであ るが,互 いに用語 を違 え る ことがそれほ どそれぞ
れ の 日的に合 致す る とも思 えない。 この点 について,江 村稔教授は 「当期純利益 とい うr用 語法』
の問題 は,た んに,会 計実務の混乱だけで な く,わ が国におけ る会計理 論 と会計教育にかかわ るも
の であ って,そ の重要性は きわめて大 きい ものであ るといわ ざるをえない。早 急に,具 体的 な解 決
をはか る必 要力・あ る 拷 え るべ きであ ろ61t」と述べ られ て,不 統 一媚 謹 用・・ることの締 味
さを指i摘され てい る。 さらに,損 益計算書 について,計 算書類規 則では 「経常 損益の部及び特 別損
益 の部を設 け,経 常損 益の部は,営 業損 益の部及び営業外損益の部 に区分 しなければ ならない。」
としてい るのに対 して,財 務 諸表規則では営業損益計 算,経 常損益 計算,純 損益 計算を行 う形 式に
なってい る。互 いに表示形式を違 え ることが それ ぞれ の 目的にそれ ほ ど合致す るのであろ うか。 し
ば しば,用 語法 ・表示 形式について,計 策書類規則 では こうなって い る,財 務諸表規 則では こ うな
ってい る,企 業 会計原 則では こうだ,と い う説 明を聞 く。 しか し,計 鋒書 類規則 に したがった もの
が どの点 において財 務諸表規 則 に したが った もの よ りも経営責任 の表 明あ るいは債権 者保護 のため
に意味 があ るの だろ うか。財 務諸表規則につ いて も同 じ疑問 があ る。 同 じ用語 ・表示形 式を採用 し
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丸 として もそれ に よっ.て互 いの 目的が達成で きないな どと言 うことはないはずであ る。
商法が求 め る財務諸表 と証券取引法が求め る財務諸表 とで は開示方法は異な ってい る。 後者 の財
・務諸表 は前者の財務諸表 に比べて詳細 な開示 が要求 されてい る。 それは後者が有価証 券の募集 に係
わ る・ような大会社 を対象 と しているのに対 して,前 者 は比較的小 さな会社に も適用 され るか らであ
る。 しか し,そ れ は大 会社 を対象 とす るか中小 会社 を も対象 とす るかの違いであ って,経 営責任 の
表明,債 権者保護,投 資家保護 とい った 目的 とは関係 ない ことである。 両者の表示形 式の違 いはそ
れぞれに異 なる 目的を遂行す るために必要ではない。両者 の表示形式が同 じであ った として もそれ
穿 れの 目的 を遂 行す るのに差 し障 りはな いはず であ る。両者 は同 じ表示形式に統一す べ きであろ う。
計算書類規則 に したが って表示形式 とか,財 務諸表規則に したが った もの とか,企 業会計原則 に し
允 が つた もの,.とい うものが存在す る ことは税理 士試験や公認会計士試験の解説 書や 問題 を作成す
るために は好都合か もしれ ないが,種 々の形式 の ものを存在 させ る必要はないであろ う。
計算書類規則 に よる形式 と財務諸表 規則に よる形式 とを統一す る ことは可能なはず であ る。昭和
49年の商法改正 に よって大会社 に商 法上,公 認 会計士監査が導入 された。そのため,計 算書類規則
と企業会計原則 との一元 化が 計られてい る。 したがって,両 者の形式を統一で きないはずはない。
もちろん,形 式ばか りでな く,会 計規 定 その もの も統一で きるはずであ る。
債権者保護 とい うことを考 えれば,そ の系譜 か ら見 て,評 価原則 は時価評価に よる方が よいか も
しれ ない。 それ だけでな く,経 営責任の表明 とい うことに とって も時価評価が有効であ るか も しれ
ない。 この点 についてはW.A,ペ イ トンは次の ように述べてい る。 「Aは1914年にあ る会社 の経
営者 であったが,戦 争 のために売上が落 ち,収 益 があま り上が らない ことを理 由に解 雇 され た。 し
か し,彼 はその年 の8.月,9月に非常 に安い価格 で原材料を仕 入れておいた。 そ して12月 に景 気が
回復 し,こ の原 材料 をい ま購 入す るには200,000ドル もコス トが余分にかか るよ うにな ってい る。
1915年には引 き続 いて:景気 は回復 しAを 引き継 い で経営者 に なったBは その年度 に多大 な利益
を計上す る ことがで きた。 しか し,こ の多大 な利益の うち,200,000ドルは明 らかにAの 先見の
ゆ
明に よる ものであ る。200,000ドルの原材料の増 価分は1914年度の利益 とす べ きもの であ る。」す
なわ ち,経 営責任 の表 明のために も時価評価が有効 であ る。 また,投 資家保護のために も原価評 価
よ りは時 価評 価は有効 であ るか もしれな い。 それ は次の ことか らも明 らかで あ ろ う。 平成2年12
月25日 に 「財務諸表 等の監査証 明に関す る省令等 の一部 を改正す る省令」(大蔵省令第41号)が
公布 され,そ の第2条 の'『企業内容等の 開示に関す る省令』 の一部改正に よって,有 価証券等 の時
価情報 の開示が義務づけ られている。 さらに,平 成3年5月29日 には企業会計審 議会は 「先物 ・
オ プシ ョン取引等の会計基準に関す る意見書等 について」 とい う報告書にお いて,市 場性あ る有価
証券 に係 る時価情報 の開示基準を設定すべ きことを要請 して いる。
債権者 保護,経 営責 任の表明,投 資家保護 とい った ことの ため には,時 価評価の方 が有効であ る
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か もしれ ない。 それ に もかかわ らず,こ れ らの 目的 の財務諸 表の作成 は原価評価 で行われて い る。
これは商 法が債権者保護 を 目的 と しなが ら も原価評価 を採用 してい るの と同 じように一種の妥 協で
あろ う。原価評価 とい うのは会計 の損益計 算に意味 のあ る方 法であ って,そ の方法 に よった財務 諸
表 を商法 も証券取引法 も妥協的 にそれぞれ の 目的 に利用 してい るの である。財務諸表作成の基礎 を
提供 してい る会計は,一 般 に,内 容 の単}性 を要 請 されてい る ものであ って,一 つ しか ない体系 で
あ る。 したが って,そ れぞれの 目的 に この体系 を利用す るとして も互 いに異な った ものに なるはず
はない。 統一 され た一つ彦)俸系 に な るはず であ る。 商法 の 日的 に合 った会計規定 と証券取引法の 目
的に合 った会計規 定 とが存在 して はな らない 。会計が単一 であ るとすれば,商 法会計 と証券取引法




る場合,折 衷案を作るべぎではない。 資産の評価規定(特 に,有価証券の評価」,引当金の規定,
繰延資産の規定,資本に関す る規定に.ついて提案してみたい。
昭和37年の商法は有価証券の評価に関して,取 引所相場のある株式につ いて強制低価法を求め
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まった こと壱ま残念 である。 また,反 対 に,企 業会計原則 が商法に妥協 して しまって関係会社株 式 を
低価法の対象 として しまった ことは納得がいか ない点 であ る。 また,低 価主義 は保守主義の適用例
であ るの で,下 落 した時価 が原価 まで回復す るか どうかわか らない場合 に こそ適用 され るべ きもの
ゆ
であ る。 したがって,企 業会計原則 が強制低価法の規定 を商 法に合わせ て時 価が原価 まで回復す る
と認め・られ る場合以外 は時 価で評 価すべ き とした点 は適切 な処置 であった。 そ こで,有 価証券評価
の規定 は 「市場性あ る有価 証券 で一 時的所有の もの は,市 場 価格 が著 し く下 落 した ときは,・回復す
る見込が あ ると認め られ る場合 を除いて時価を もって表示 しなければ な らな い。」 とい う趣 旨の規
定 にすべ きであろ う。.
引 当金 につ いて は,特 に統 一規 定を設け るべ きで あ る。引 当金 につ いては商法 と企業会 計原則 の
文言が異 なっている。 しか し,商 法上の引 当金 と会計上の引 当金 とが概念的 に異 な ってい るわけで
はない。商法学者 は,条 文 の文言にかかわ ちず,商 法上 の引当金 と会計上 の引当金 とは同一概 念 と
ゆ
見 てい る。 これ に対 して,会 計学 者の一部は条文 につ いて法学者 が行 いえない とい う解釈論 を展開
して,会 計上 の引 当金 以外 に商 法上の引当金 な るもの を存在 させ て しま ってい る。商 法上 の引当金
なる もの を造 り出させ ないために も両者の引 当金規定 は統一すべ きであろ う。.この場 合,樫 法の条
ゆ
文 以上 に企業会計原即 の文 言は不十 分 であ るので,新 たに規 定 しなおす べ ぎであろ う。
繰延資産 につ いて,商 法 は限定列 挙 して いる。会計上 は商 法の限定列挙 に こだわ る必要はない。
葦か ら といって・両者の規定 が統一 で きない とい うことはない・繰延資産 は比 較的簡単に定 義で き
る もの であ るか ら.両 者の規定 を統 一す る ことは容 易な ことであ る。た だ,本 来の繰延資産 ではな
い社債発 行差金 と建設利息 にういては,前 者 は評価勘定 であ るか ら表示方法 について規 定す るだけ
で よいのに対 して,建 設利息 は社 会政策上,必 要 な もの として残 してお くのであれば,臨 時 巨額の
損失 と同 じよ うに繰延経理す るこ とがで きる旨を規定 しておかなけ'れば な らないであろ う。
資 本については商法 でい う資本 と会計 でい う資本 とは異な る。会計 におけ る資 本は利益 と区別 さ
れ るべ き資本 である。商法 においては,株 主の拠 出資 本のあ る部 分が資 本金 とな り,資 木金 に組 入
られ なか った部分が資木準備 金にな る。 資本金 をい くらにす るか,資 本準 備金 をい くらにす るかは
会計 に関係のない ことで,商 法の問題 であ る。資本金 を資本準備金 に振 り替 えた り,逆 に資 本準備
金 を資 本金の組み 入れ た りす る ことは商法の問題 であって,資 本金 と資本準備 金 との入替 は法的手
続 さえ取れ ば可能 であ る。 この場 合,会 計上 は利益 と資本 とを混 同 して はな らないが,そ の 資本の
中身を どの よ うに入替 えて も問題 はない。 こうみ る と資本 の部 の表示方法 につ いては計算書類規則
も企 業会 計原則 も不十分 であ る。資 本の部 は初 めに資 本 と利益 とに分け,資 本法定の もの と法定外
の もの とに区分 し,さ らに,法 定の もの は資本金 と準備 金 とに区分表示す べ きであ る。
商法の会計規定 と証券取引法 の会計規定 が統一で きた と して,同 じ規 定を商法 と証券取引法 との
双方 に設 ける必要 はない。 どらちか一方 に規 定 して もよい し,あ るいは,両 者 とは別 の所 で会計基
一一 会 計 基 準 の 統 一・一 一25
準を設定 して もよいであ ろ う。 この場合,後 者のほ うが よいであろ う。 商法や証券取引法 は会計 を
専 門 とす る ものでは ないので,会 計の側か らみ るとど うして も不十分 にな らざるを えない。・この場
合,会 計基準 は企業会計原則 でなければ ならないこ とは な㍉・。法制化す るウ・否か は別 に して,公 正
な る会計慣行 として公表す れば よいであ ろ う。
新たに 『公畝 る会報 行』・を妹 するとなる.雛鰭 騨 則も財務諸表馴 も必要なくなるだ
けでな く別 の問題 が解決 でき るであろ う。証券取引法 その もの には会 計規定は含 まれて いないので,
証券制 法は礎 まで郵蛭 力㍉難 の計蝦 定給 んでい鏑 灘 その紛 を削除する必要が
妨 う・れ て適 灘 財務諸灘 債権者鰭 あるい離 離 の責任糊 めたあに役立煙 ようと
す るな らば,そ れに関す る規定のみを残 すべ きで あ る。た とえば,利 輩 準備金の積立の規定 であ る
とか,配 当制限の規 定 といづた ものは債 権者保護のため に残 しておいて さ しつか えないであろ う。
また・縮 者頒 任糊 ρために購 織 の駐 総会提臓 雛 規定レ 債儲 購 のた雛 その
財務諸表の公告義務を規定しておけばよいであろう。
離 にっU・ては鋼 翠 を細かく興 る必要醜 くなる・高齢32条 の,2項の齪 を蹴 にし
て 岡 務諸辮 の俄 に肌 ては公醜 る会計慣行畔 拠すべ亘 といっ罐 旨飽 概 定撒 け
れ ぽ足 りるであろ56こ うした考 えは古 くか らあ った ものであ る。 昭和26年 の 『商 法 と企 業会 計
原 則 との調整 に関す る意見書』の第6(計 算書類の作成)に は次 の ように述べ られてい る。「……損
益 計算書,貸 借対照表等 の計算書類は,正 規 の会計原則 に したが って作 成すべ き旨の規定 を設け る
こと。」その理 由 としては」……損益計 算書,貸 借対照表等 の計算書類 の作成 につ き正規 の会計原則
を遵 守す べ き旨の規定 を設け ることは,計 算書類 に関す る商法の 白紙 的規定を健全 な会 計実 務に適
応 せ しめ ることとな り,… …諸問題の解決 に資す ることを可能な ら しめ る。」 と述べ られ てい る。
この場合,財 務諸表 を公正 な る会計慣行 に準拠 して作成す るこ とにな る と,当 然 に複 式簿記を使
用す ることになる。 商法第32条 の1項 は 「商人ハ営業 上 ノ財産 及損 益 ノ状況 ヲ朋 ラカ ニスル為会
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⑬ 中村忠教授 は有価証券の評価については保有 目的の長短 によって区別すべ きであ る と され,「取引所 ゐ
相場のあ る有価証券で も長期保有 のものに底価基準の適用を認め る現 行規定は廃棄 され るべ き であ る。」
(F商法計算規定 の問題点」『企業 会計』第36巻1号,125頁)と 述べ られてい る。
ua.木村重 義教授 は商法第285条ノ2の 規定か ら,時 価が原価 よ りも下落 している場合に時価その後の動 き
を,㊦ 時価 は原価 まで回復す る,② 時価は原価 まで回復す るか ど うかわか らない,③ 時価 は原価 まで
回復 しない,め 三つの場合ei分けて,③ の場合 よ りもむ しろ ② の場合に時価を採用す るのが保守主義 の
適用例 であ る低価主義 の特徴である と述べ られ ている。(「低価主義 の理論の再検討」 『企業会計』第17巻
7号,34～25頁)
a⑤ 並木俊守 「商法 と法務 省令 におけ る引当金概念」 『企業 会計』第16巻6号 ,82貢。
⑯ 企業会計原則 および通説は,現 在 の会計は発生主義会計で あるか ら費用 は発生主義に よって認識す る と
説 明 しておきなが らゴ引当金 の話になる と未発生費用 に係 るものが引当金である と説 明す る。 この説 明は
矛盾す 筍。引当金 につ いては,拙 著 『引当金会計論』(白桃書房1991年)を 参照 されたい。
aの 中村 忠 上掲稿123頁。
